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1日 はじめに

もともとは軍事学の用語であつた「戦略」(Strategy)① という概念が経営学の概念として登場

したのは、1960年代前半のアメリカであるといわれる。経営学に戦略論という分野が生まれて以

来、今日に至るまで戦略論といわれる範疇のなかでは数々の理論が生まれてきた。その結果とし

て現在、戦略論は「戦略論のジャングル」(Mintzberg,Ahlstrand and L田 叩el,1998)と いえる状

況すなわち、分野の広がりが非常に広くかつ多種多様に富んでいる状況にあるといわれている。

そうとはいえ各論者の立場からいえば、戦略について多様な視点が存立し得て、それによつて多

彩な理論展開が可能なのであるということができよう。

このような中、Mintzberg,Ahlstrand and L田叩el(1998)は 、多種多様な理論が展開されてい

る戦略論の現状について「戦略形成」という観点から捉え直すことによって、戦略論全体を十の

学派に整理することを試みている。彼らは第一に、「戦略がどのように形成されるべきかという

規範論的な性格をもつ学派」という視点から、次の三つの学派すなわち、「デザイン。スクール」

(コ ンセプト構想プロセスとしての戦略形成)、 「プランニング・スクール」(形式的策定プロセス

としての戦略形成)、 「ポジシヨニング・スクール」(分析プロセスとしての戦略策定)と いう分

類を提示している。また第二に、「戦略形成プロセスのある特有な側面にフォーカスし、その特

有な視点から、実際どのように戦略が形成されていくのかを記述的に示す学派」という視点から、
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次の六つの学派を提示している。すなわち、「アントレプレナー・スクール」(ビ ジョン創造プロ

セスとしての戦略形成)、 「コグニティブ・スクール」(認知プロセスとしての戦略形成)、 「ラー

ニング・スクール」 (創発的学習プロセスとしての戦略形成)、 「パワー・スクール」(交渉プロセ

スとしての戦略形成)、 「カルチャー 。スクール」 (集合的プロセスとしての戦略形成)、 「エンバ

イロメント・スクール」(環境への反応プロセスとしての戦略形成)である。そして第三に、「上

記で示した九学派全てを包括・統合する中で、戦略策定プロセス、戦略の内容そのもの、組織構

造とその状況など戦略のさまざまな要素を区分しようとする学派」として、「コンフィギュレー

ション・スクール」 (変革プロセスとしての戦略形成)を提示している。このような彼らの研究

は、これまでの戦略論の歴史を踏まえ体系的に論じようとした試みの代表的な取り組みであると

いえよう。

上記のように戦略形成という観点から戦略論における研究の流れを提えることによつて、「ど

のようにして」戦略を形成するのかについて、われわれは理解することができるであろう。他方、

「何のために」「どのような視点から」戦略を考えているのか、という観点から戦略論における研

究の流れを捉える試みはなされていないようである。前述のMintzberg,Ahls・Lrand and Lampel

(1998)の 研究でも、コンフィギュレーション・スクールを中心に後者の観点についても若干の

考察がみられるものの、これが中心テーマとして取り扱われていることはない。

「何のために」「どのような視点から」戦略を考えているのかについて、これらの内容を踏ま

えて戦略論における研究の流れを捉え整理しようとする試みもまた、意味あることではなかろう

か。そもそも、戦略とは組織と環境との関わり方に関するものである、と一般に合意されている

といえる。組織は変わりゆく環境に対処するために戦略を活用する (Charee,1985)の である。

企業をとりまく環境は、企業の意図とは関係なく変化する。このため、企業が成長し発展してい

くためには、環境の変化に適応し、あるいは環境変化を先取りする形で、企業行動を変えていか

なければならない。このとき、「将来の構想とそれに基づく企業と環境の相互作用の基本的なパ

ターンであり、企業行動に一定の方向性や指針を提供するもの (伊丹,2003)」 として戦略が必

要とされるのである。

戦略論を構成している各論論者は、環境変化の多様な局面をある観点から捉え、それに対応す

る理論として各論を提唱しているということもできよう。ゆえに、環境変化の影響をどのような

視点から捉えようとしているのか、そして、それぞれの理論を提唱した背景や理由は何であった

のかについて明らかにすることは、実際に戦略を必要とする読み手に対し、多様な戦略をどのよ

うな場面で応用すればよいのかに関して多様なヒントを提供することに資するのではなかろう

か。本稿はこのような取り組みとして展開するものである。なお本稿では、戦略論の主な系譜を

追いながら上記の観点からの考察を加えるというスタイルで論を展開することとする。
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2.草創期の戦略論

2‐1 戦略要素の概念の提示とその進展

経営学の分野に戦略の概念を最初に持ち込んだのはChandler(1962)で はないかといわれてい

る②。彼は戦略を「企業の基本的長期目標・目的の決定、とるべき行動方向の採択、およびこれ

らの目的を遂行するために必要な資源の配分」であると定義している。彼の主な関心は、企業成

長のための方法としての多角化についてであった。そして「多角化した事業を管理するために」、

「どのような組織構造が有効なのかという視点から」、戦略について考えた。こうして彼は、四つ

の会社の事例を分析することを通じて、多角化した事業を管理するために新たな組織構造 (事業

部制組織)が出現したことを示した。また、これを通じて、「組織の構造は組織の採用した戦略

に従う」ということを明らかにしたのである。これは今日では「組織構造は戦略に従う」という

有名な命題として広く知られているものである。

経営戦略について本格的な研究を進め、体系的な概念枠組みを提示したのは、Anz《ガ (1965,

1979)であるといわれている。彼は企業における意思決定を、戦略的決定、管理的決定、業務的

決定という三つに分類した。戦略的決定とは、企業と環境との関係を確立する決定である。そし

て戦略とは、「部分的な無知のもとで行われる戦略的決定の決定ルールとなるもの」であると定

義している。戦略の範疇で対処すべき問題として彼は、次の三点を挙げている。すなわち、「企

業の目標とゴールとは何か」「企業は多角化を、どの分野でどれほど強力に模索するべきか」「企

業は既存の製品・市場関係をどのように発展させ、活用すべきか」という視点から、戦略を考え

る必要があるとしているのである。彼はまた、戦略を考えるときの構成要素として、次の四つの

要素を提示している。第一に、「製品・市場 (=使命)の領域」である。製品の社会に対する使

命、つまりどのような人 (顧客)に、どのようなかたちで受け入れられているのか (機能あるい

はベネフイット)に関することである。第二に、「成長ベクトル」すなわち、多角化、技術開発、

市場開発、あるいは既存事業内での成長という、いずれかによつて示される企業の成長の方向で

ある。第三に、「競争優位性」すなわち、企業が競争上の優位性を生み出すための製品 。市場の

特性についてである。そして最後に、「シナジー」つまり、製品や市場分野間の相乗効果につい

てである。ちなみにこれら四つの戦略の構成要素はその後、戦略論の基本的な概念とされるよう

になる。彼はこうして「「企業と環境との関係を確立する」戦略的決定の決定ルールを提供する

ために」、「上記三つの視点から」、戦略の構成要素も考慮に入れつつ、戦略は考え出されるもの

であるとした。

2‐2 経営戦略の二つの視点

上記の二人に代表される1960年代の戦略論において、とりわけその核心となっていたのは、企
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業成長の基本的な方向、つまり「どのような事業を行うか」に関する指針の決定であった。あら

ゆる企業そして事業は、誕生・成長・成熟・衰退というライフサイクルから逃れることはできな

い。このため、企業が成長を続けるためには新しい事業の展開が必要となる。1960年代は実際、

このようなことから急速にアメリカ企業が多角化を進めていた時代であった。よって当時は、戦

略論においても「企業の成長のために」「多角化をいかに行うかという視点」を焦点とした論の

展開が要請されている状況であったのである。

やがて1970年代に入ると、企業の多角化はさらに進展していたが、多角化をいかに行うかとい

う問題よりも、多角化してきた事業活動をいかに管理するかという問題が浮上してきた。とりわ

け、多角化した事業の間で、経営資源の配分をどのように行うかということが重要な問題となっ

てきた。こうして、「企業全体で利益を極大化するために」「限られた経営資源を事業間でどのよ

うに配分すればよいのかという視点」が、戦略論においても焦点とされるようになってきたので

ある。

この問題に最も体系的に取り組んだのが、世界で最も多角化が進んでいる企業の一つといわれ

るGE社である。経営コンサルタント会社の助力を得て、プロダクト・ポートフォリオ・マネジ

メント (PPM)と 呼ばれる、多角化した事業への経営資源 (特に投資資金)の配分を決定する

手法を開発した。PPMは、「個々の事業に対する投資戦略を決定するために」「市場成長率と市

場における相対シェアをいう基準に基づいて、自社の個々の事業の位置づけを分析するという視

点から」、経営資源の事業間配分の指針を提供しようとするものであった。このようなPPMは、

企業を複数の事業からなるポートフォリオ (資産一覧表)であるとみなし、企業の成長と存続は

事業ポートフォリオの更新とその内部における資源配分の問題であるとして捉えようとしてい

た。

PPMの 出現は、戦略論においてその後、「事業ポートフォリオという視点から」「企業全体の

成長を図るため」の研究が盛んに行われるようになるきっかけとなった。そして、このように企

業全体に関わる戦略のことを戦略論では「企業戦略」(Corporate Strategy)と 呼ぶようになった。

前述のChandlerやAnz直の研究も、この呼び方に従えば、企業戦略であるということができる。

また一方で、企業全体に関わる戦略に焦点を当てる研究ではなく、特定の事業の戦略に焦点を

当て、個々の事業分野の競争に関わる戦略について考察を深めるという研究の流れも登場するよ

うになった。企業戦略のもとで展開されている「個々の事業分野ごとの戦略という視点」である

ことから、これを_「事業戦略」(Business Strategy)と 呼んだり、「特定の事業分野の中で競争す

るため」の戦略であることから「競争戦略」(Competitive Strategy)と 呼ぶこともある。

さらに、研究開発、生産、マーケティング、人事、財務など、機能別に決定されている戦略も

存在している。これについては「機能別戦略」(Functional Strategy)と 呼ぶようになった。そ
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して、企業戦略、事業戦略・競争戦略、機能別戦略を総称して、「経営戦略」と呼ぶこととされ

た。こうして、焦点を当てる対象の違いから三つの異なる視点からの経営戦略が存在することが

意識されるようになり、戦略論は多種多様な展開をみるようになったのである。

3口 戦略論の多様な展開

3¨1 競争戦略 0事業戦略の展開

1970年代後半以降の戦略論では、ひとつには競争戦略論の研究が非常に進展した。その代表的

論者の一人としてPorter(198011983)を挙げることができる。彼は、「市場における競争優位

の確立のために」、産業組織論の成果を取り入れて「産業構造内におけるポジションの取り方と

いう視点から」、戦略を考えようとした。競争業者間の敵対関係、供給業者 。買い手の交渉力、

代替品の脅威、新規参入の脅威という5つ の競争要因に対し、差別化戦略・コストリーダーシッ

プ戦略・集中戦略という三つの基本戦略のなかから手段を講じてうまく対処することができれ

ば、その企業は高い業績をあげることができると彼は述べている。

また、Porterと はアプローチが異なるが、競争戦略論の代表的論者の一人として、Barney

(1986,1991,1997,2001)を 挙げることもできる。彼は「市場における競争優位の確立のため

に」、「価値があり、稀少で、他社にとって模倣困難な経営資源をもつという視点から」、戦略を

考えようとしている。

前者の研究は「ポジショニング・アプローチ」と、後者は「資源ベース・アプローチ」 (あ る

いはRBV;Resource― based View)と 呼ばれている。ポジショニング・アプローチでは企業外部

への視点すなわち、環境の中における自社のポジショニングという視点から、競争優位の源泉を

求めようとしている。これに対し、資源ベース・アプローチでは企業内部への視点、すなわち自

社の保有する経営資源という視点から、競争優位の源泉を求めようとしている。両アプローチに

はこのような違いがある。そして、競争戦略をめぐる両アプローチに関連する研究の蓄積は、今

日に至るまで多くの研究者によって続いている。

3‐2 事業システムという視点

競争戦略を考える視点として、近年では製品レベルにおける競争とは別に、「事業の仕組み、

すなわち「ビジネス・モデル」あるいは「事業システム」という視点から」「競争優位を構築す

るために」戦略を考えるという研究も進展している (水越,2003;加護野・井上,2004)。 ここ

では、価値連鎖の視点から自社の事業構造を見直し、事業の幅と深さに関する決定を行うことが

ポイントである。

価値連鎖とは、企業活動におけるさまざまな機能を、一連の流れとしてつなげたものである。
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すなわち、原材料等の購入から始まり、研究開発、生産、営業、物流、流通チャネルなどの付加

価値が次々に加わっていく過程のことをいう。この一連のプロセスのうち、どの活動を自社で担

当するか、あるいは自社の担当しない活動については社外のさまざまな取引先とどのような関係

を築くか、について決定をする。自社の強みを活かしながら、必要に応じて外部の力も借りるこ

とによって、価値連鎖をシステマテイックに結びつける。

「いかに」この結びつけ方を構築するかによって、仕組みを通じた他社との差別化が実現する

のである。また、仕組みはシステマテイックに結びついて構築されていることにより、製品と比

べると他社からの容易な模倣を防げる可能性も高まるとされている。このような事業システムを

通じた他社からの差別化は、競争戦略であると同時に、これが資源配分の再検討を含む取り組み

となることから、企業戦略でもあるといえよう。

3‐3 製品アーキテクチャという視点

近年、「アーキテクチャ」(Architectllre)と いう概念が経営学で注目を集めている。アーキテ

クチャはもともと建設業において使用されている用語であつたが、システムの性質を理解するた

めの概念として用いられるようになり、「基本設計構想」といわれることもある。

アーキテクチャは「分け方とつなぎ方 (イ ンターフェース)」 に着目する。「全体をどのように

切り分け、部分をどのように関係づけるか」に関する基本的な構想が、アーキテクチャである。

すなわち、「構成要素間の相互依存関係のパターン」によって表されるシステムの性質のことで

あるといえる。この概念は、さまざまな企業行動に適用することができるとされ、戦略論や組織

論ほかで応用されているが、本稿では戦略論において展開された議論について振り返ろう。

戦略論では、「製品アーキテクチャ」としてこの概念が適用されている。製品アーキテクチャ

とは、製品全体で実現している各機能を各コンポーネント (部品)に どのように配分するのか、

またコンポーネント間のインターフェースをどのようにデザインするのか、という点に関する設

計思想のことである。たとえばスピーカーのサラウンドシステムという機能について、どのよう

なコンポーネント (部品)を どのようなインターフェースでつなぐことによってこの機能を実現

するか、に関する設計思想は、製品アーキテクチャの一例であるといえよう。

コンポーネント間のインターフェースを相互調整してトータルで最適設計しないと機能がうま

く出せない場合、それはインテグラル (摺 り合わせ)型製品であると定義する。また、既に設計

された既存のコンポーネントを巧みに組み合わせることによって最終製品ができるのであれば、

それはモジュラー (組み合わせ)型製品であると定義する。インテグラル製品の代表例としては

自動車を、モジュラー型製品の代表例としてはパソコンを挙げることができる。

このような製品アーキテクチャは、単に製品システムのありかたを規定しているだけではない。
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製品開発プロセスや業界構造のあり方、あるいは産業の進化などにも影響を及ぼしている。たと

えば自動車はインテグラル (摺 り合わせ)型製品であるため、製品開発のさいに各コンポーネン

ト間のインターフェースの相互調整を厳密に行つておかないと、不具合の原因となる可能性が高

い。このために例えばトヨタ・グループにおいては、設計開発段階から「デザイン・イン」といっ

て各部品会社も製品開発プロセスに参加し緊密なコミュニケーションをとる仕組みを採用してい

る。また強固な企業グループを形成しているのも、扱っている製品がインテグラル (摺 り合わせ)

型製品であることと無関係ではない。他方、パソコンの受注販売を手がけるデル・コンピュータ

では、コンポーネントを組み合わせることで最終製品が完成するモジュラー (組み合わせ)型製

品である特性を活かした「ダイレクト・モデル」という事業システムを構築している。同社の強

みの源泉となっている「ダイレクト・モデル」では、デルはコンポーネント (部品)生産を手が

けておらず、すべて外部調達でまかなっているのである。

このように、製品アーキテクチャという視点から製品を捉えると、これは単に製品開発戦略な

どという機能別戦略のレベルに留まるものではないことがわかる。競争戦略・事業戦略、企業戦

略までも視野におさめて、「企業の競争力のために」「製品アーキテクチャの視点から」戦略を考

える必要があるといえよう。このさい、製造工程や顧客との関係に着目した整理を通じて、自社

の得意なパターン、強いパターンを認識することが有効であるという (『 ものづくり自書2005年

版』,86ページ)。

4.むすび

上記で見てきたように今日、戦略論という分野では、企業戦略、競争戦略・事業戦略、機能別

戦略という戦略のレベルを多様に視野に入れながら、さまざまな論者によって多様な戦略論が展

開されている。本稿で例示した研究をまとめることで作成した図表 1は、戦略論の多様な広がり

を示す一例であるといえる。不透明かつ不確実で変化の激しい現代では、企業は今後ともに環境

変化の多様な局面に直面し、企業行動を変えるという対応に迫られることであろう。そしてまた、

こうして蓄積された企業の事例を受けて、戦略論はますます多様に展開されていくことであろ

う。

本稿冒頭で述べた「戦略論のジャングル」の状況は、今後ともに続くと思われる。とはいえ、

提唱された一つひとつの理論について、「何のために」「どのような視点から」戦略を考えている

のか吟味すれば、その考え方や手法を学び取り、応用して利用するヒントとなりえる可能性があ

る。受け手は「ジャングル」状態の理論の洪水に流されることなく、じっくりと個々の理論を吟

味する主体性が求められているといえよう。また、多様な戦略論によつて示されている戦略的な

企業行動のさまざまな選択肢の中から、自らにとつて必要な処方箋は自ら考え提示することが必
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要である。「ジャングル」状態の戦略論を、これを理論の洪水 とするか、多種多様なヒントが隠

れている宝の山とするかは、自ら次第なのである。

図表 1 戦略論における戦略の焦点の多様性

「～のために

口企業戦略
口「どのような事業を行うか』に関する指針の決定

Chandlor

日経営資源の配分をどのように行うか

く企業の成長4/_2か

多角化した事業の管理のために

<企業全体α%鯵極大佑妬
/_‐め>

個々の事業に対する投資戦略を
決定するために

<多″″をι吻1/_~″夕″1>

どのような組織構造が有効か

どのように多角化するか

<限られた経営資源をι勁 /_~3
期 ●颯分ブるガ1>

市場成長率および市場シェアから
自社の事業はどのように位置づけ
することができるか

PPM

Barney

事業システム

(出典:筆者作成。)

の確立のために

産業構造内におけるポジションの
取り方という視点から

て模倣困難な経営資源をもつとい
う視点から

事業の仕組み、すなわち「ビジネ
スロモデル」あるいは「事業システ
ム」という視点から

製品アーキテクチャの視点から

競争優位の確立のために

競争優位の確立のために

ア

1企
業の競争力のために
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注

(1)戦略 (Strategy)の語源は、ギリシャ語で「将軍」を意味するStrategoで あるといわれる。

軍事用語での戦略とは、資源の有効活用を通じて敵を打ち負かす計画をつくること、である

とされている。

(2)経営学史学会編 (1999),76ページ。
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